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５ 変更後の第20条及び第21条の規定は、出産の日が平成26年４月１日以後である組合員及び組合員
であった者について適用する。
６ 変更後の第24条の規定は施行日以後に療養のため引き続き勤務に服することができない状態と
なった日（以下「休業開始日」という。）がある場合について適用し、施行日前に休業開始日がある
場合については、なお従前の例による。ただし、休業開始日が平成25年４月１日から平成26年３月
31日までの間にある場合における変更後の第24条の規定の適用については、同条の規定にかかわら
ず、同条中「６月」とあるのは、「12月」とする。
７ 施行日前に組合員又はその被扶養者が死亡した場合における弔慰金附加金又は家族弔慰金附加金
の支給については、なお従前の例による。
８ 施行日前に婚姻をした場合（届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者となっ
た場合を含む。次項において同じ。）における結婚手当金の支給については、なお従前の例による。
９ 施行日から平成26年３月31日までの間に婚姻をした場合については、４万円を結婚手当金として
支給するものとする。

10 組合員又はその被扶養者が施行日前に入院し、かつ、施行日以後も引き続き入院した場合におけ
る入院附加金の支給については、なお従前の例による。

11 変更後の第28条第１項から第３項までの規定は、平成25年４月以後の月分の掛金及び負担金並び
に任意継続掛金について適用し、同月前の月分の掛金及び負担金並びに任意継続掛金については、
なお従前の例による。

12 山口地方法務局支部、岡山地方法務局支部、鳥取地方法務局支部及び松江地方法務局支部の廃止
に伴うこれらの支部の残余事務の処理は法務局広島支部において行うものとする。

会 社 そ の 他 の 公 告

合 併 公 告

左 記 会 社 は 合 併 し て 甲 は 乙 の 権 利 義 務 全 部 を 承

継 し て 存 続 し 乙 は 解 散 す る こ と に い た し ま し た 。

こ の 合 併 に 対 し 異 議 の あ る 債 権 者 は 、 本 公 告 掲

載 の 翌 日 か ら 一 箇 月 以 内 に お 申 し 出 下 さ い 。

な お 、 最 終 貸 借 対 照 表 の 開 示 状 況 は 次 の と お り

で す 。

（ 甲 ） 掲 載 紙 官 報

掲 載 の 日 付 平 成 二 十 四 年 十 月 五 日

掲 載 頁 五 十 九 頁 （ 号 外 第 二 一 九 号 ）

（ 乙 ） 掲 載 紙 官 報

掲 載 の 日 付 平 成 二 十 四 年 十 月 五 日

掲 載 頁 五 十 九 頁 （ 号 外 第 二 一 九 号 ）

平 成 二 十 五 年 四 月 二 十 二 日

東 京 都 中 央 区 銀 座 七 丁 目 一 〇 番 一 六 号

（ 甲 ） 株 式 会 社 Ｍ Ｃ Ａ 不 動 産

代 表 取 締 役 本 坊 清 和

東 京 都 中 央 区 銀 座 七 丁 目 一 〇 番 一 六 号

（ 乙 ） 株 式 会 社 Ｍ Ｃ Ａ コ ー ポ レ ー シ ョ ン

代 表 取 締 役 本 坊 清 和

教育職員免許状失効公告

教育職員免許法第10条第１項の規定により、次
の免許状は失効した。
平成 25年４月 22日 福岡県教育委員会
１．免許状の種類、免許状の番号、授与権者、授
与年月日、本籍地、氏名、失効年月日
\ 小学校教諭一種免許状、平20小一種第５号、
福岡県教育委員会、平成20年４月30日、福岡
県、國頭 学、平成25年３月４日

] 小学校教諭二級普通免許状、昭58小二普第
５号、福岡県教育委員会、昭和58年４月30日、
福岡県、国頭 学、平成25年３月４日

２．失効の事由 教育職員免許法第10条第１項第
２号該当

附 則
１ この変更は、平成25年４月１日から施行する。
２ この変更の施行の日（以下「施行日」という。）前に行われた診療、手当若しくは薬剤の支給又は
訪問看護（以下「診療等」という。）に係る変更前の第18条の規定による家族療養費附加金若しくは
家族訪問看護療養費附加金又は附則第６条の規定による一部負担金返戻金の支給については、なお
従前の例による。
３ 変更後の第18条第１号及び附則第６条第１項第１号の規定にかかわらず、診療等の行われた日が
施行日から平成25年９月30日までの間にある場合におけるこれらの規定の適用については、これら
の規定中「25¶000円（被扶養者が当該療養を受けた月における組合員の標準報酬の月額が53万円以
上である場合にあっては、50¶000円）」及び「25¶000円（当該療養の給付等の計算の基礎となる療養
を受けた月における標準報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、50¶000円）」とあるのは
「25¶000円」と、診療等の行われた日が平成25年10月１日から平成26年３月31日までの間にある場
合にあっては、これらの規定中「50¶000円」とあるのは「30¶000円」と、診療等の行われた日が平
成26年４月１日から平成27年３月31日までの間にある場合にあっては、これらの規定中「50¶000円」
とあるのは「40¶000円」とする。
４ 変更後の第18条第２号及び附則第６条第１項第２号の規定にかかわらず、診療等の行われた日が
施行日から平成25年９月30日までの間にある場合におけるこれらの規定の適用については、これら
の規定中「50¶000円（当該高額療養費の計算の基礎となる療養を受けた月における組合員の標準報

酬の月額が53万円以上である場合にあっては、100¶000円）」及び「50¶000円（当該高額療養費の計算
の基礎となる療養を受けた月における標準報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、
100¶000円）」とあるのは「50¶000円」と、診療等の行われた日が平成25年10月１日から平成26年３月
31日までの間にある場合にあっては、これらの規定中「100¶000円」とあるのは「60¶000円」と、診
療等の行われた日が平成26年４月１日から平成27年３月31日までの間にある場合にあっては、これ
らの規定中「100¶000円」とあるのは「80¶000円」とする。

^ 出産費附加金
_ 家族出産費附加金
第18条第１号中「25¶000円」を「25¶000円（被扶養者が当該療養を受けた月における組合員の標準

報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、50¶000円）」に改め、同条第２号中「当該」を「これ
らの規定により支給される」に、「50¶000円」を「50¶000円（当該高額療養費の計算の基礎となる療養
を受けた月における組合員の標準報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、100¶000円）」に改
める。
第20条及び第21条を次のように改める。
（出産費附加金）
第20条 法第61条第１項の規定により出産費を支給する場合は、40¶000円を出産費附加金として支給
する。
（家族出産費附加金）
第21条 法第61条第３項の規定により家族出産費を支給する場合は、40¶000円を家族出産費附加金と
して支給する。
第24条中「休職になった日から３年」を「傷病手当金附加金支給開始後６月」に改める。
第25条から第27条までを削る。
第28条を第25条とし、第29条を第26条とし、第30条を第27条とする。

第31条第１項の表中
「 5•48

1¶000」
を
「 5•36

1¶000」
に、
「 10•96

1¶000」
を
「 10•72

1¶000」
に改め、同条第２項の表中

「 5•48

1¶000」
を
「 5•36

1¶000」
に改め、同条第３項中

「 0•95

1¶000」
を
「 1•01

1¶000」
に改め、同条を第28条とする。

第32条を第29条とし、第33条から第36条までを３条ずつ繰り上げる。
附則第６条第１項第１号中「25¶000円」を「25¶000円（当該療養の給付等の計算の基礎となる療養

を受けた月における標準報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、50¶000円）」に改め、同項第
２号中「50¶000円」を「50¶000円（当該高額療養費の計算の基礎となる療養を受けた月における標準
報酬の月額が53万円以上である場合にあっては、100¶000円）」に改める。
附則第７条第２項中「第34条」を「第31条」に改める。

別表（第３条関係）中「広島法務局支部」を「法務局広島支部」に改め、「

i
i山口地方法務局支部

i
i

山口市

i
i

」、
「

i
i岡山地方法務局支部

i
i岡山市

i
i

」、
「

i
i鳥取地方法務局支部

i
i鳥取市
i
i

」及び
「

i
i松江地方法

務局支部

i
i松江市

i
i

」を削る。
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